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再整備事業の概要について



公式ウェブサイトでの情報提供
再整備事業に係る一連の情報を、随時・適宜公開しています。

〇鳥取市公式ウェブサイト

https://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/1613634651122/index.html

再整備に係る取組等の経過

トップページ ➤ くらしの情報 ➤ まちづくり・産業 ➤ 商工業 ➤ 商業

➤ 鳥取市公設地方卸売市場 再整備に係る取組等の経過



経営戦略
令和３年２月に策定

【鳥取市公設地方卸売市場経営戦略】

現在の鳥取市場の課題を抽出・分析

その課題への対応方針を策定
➤ 対応方針に従って、

今後の手法を定める

目指すべき将来像を定める



経営戦略での目標値は、計画最終年度時点で、令和元年度と同程度の水準を維持すること。

目標を達成したうえでの、
施設整備に要する概算額から、
新施設における使用料総額を示す。

イニシャルから差し引かれる
国庫補助金（国交付金）を
計画で見込む。



サウンディング型市場調査

５グループの参加いただき、そのご意見を踏まえ、下の内容を４月初めに公表しました。

参加された事業者からは、共通して、

・現指定管理者を排除する民間事業者の進出は困難。
・卸売業者および（予定される）仲卸業者のスペースに関しては、ＰＦＩ事業は困難。
・設計施工の方法として、少なくともＤＢ（デザインビルド）が適切。

との意見を受け、事業者の公募を行うために必要となる要求水準書の作成に関し、民間事業者とコンサ
ルタント契約を行い、同水準書を作成し、令和４年度に設計・施工に関して予算要求を行う予定としま
した。

対話テーマ１ 導入可能性のある「ＰＰＰ手法」
・ＰＰＰ手法による発注の市場性 ・施設整備（手順・施設配置）における課題 ・希望する事業期間 など

対話テーマ２ 整備後の「効率的な管理運営の方法」
・市場の管理運営をより効率的に行う手法（流通合理化・ＩＣＴ化等を含む）・現指定管理者による管理運営の必要性 など

対話テーマ３ （市場をコンパクト化した場合）発生した「余剰地の活用方法」
・実施可能性のある、もしくは市場と相乗効果を見込める事業と必要面積 ・市場運営を含めた一体活用の可能性
・余剰地に限らず民間の自主事業（ソフト事業）の可能性 など

対話テーマ４ その他（発注に伴う公募条件）
・希望する公募期間 ・公募時に提示を希望する資料、その他要望及び留意事項 など

令和３年３月 経営戦略で定める「施設整備
等におけるＰＰＰ手法導入の推進」の方針に
基づき実施



事業協力者

☆『地域経済の持続的発展をけん引していく卸売市場』として、施設配置計画の提案による事業の促進

☆ 市場本来機能を棄損しない、相乗効果を期待できる賑わい機能の提案による事業の促進

☆ 市場参画事業者の負担を増大させない市場性・採算性・経済性等を踏まえた提案による事業の促進

予定する「要求水準書」の作成について、市と鳥取市場関連事業者との
間で、新たな施設で必要となる各事業者の「面積」の策定が必要。この
前提を整理・提案。
令和３年４月末公募開始 ➤ ７月選定・基本協定 ➤ ２月末まで協力

指定管理者（市場組合）⿃取市

事業協⼒者（パートナー）
事業協力者は、市・指定管理者と対等のパートナー
※対等のパートナーとして無償で参画。

市は、事業協力者の意見を参考に事業化を促進
※事業計画への反映・要求水準書作成業務の参考意見とし公表。

事業協力者は、今後発注する事業者公募に参画可能
※事業協力者は事業者公募に事業主体として参画可能とするが、

選定時において加点等の配慮はしない。



アドバイザリ契約
設計・施工の一括発注時に必要な書類（要求水準書など）作
成、その前段となる諸条件の整理のため、８月募集・９月中
旬の選考等委員会を経て委託。 受託者：㈱流通研究所

国交付金の決定水準に合致することを前提に、事業協力者からの中間提案をもとに、市場組合と議論
を重ねている新施設の面積・配置案について検証・確認中。



その他の取り組み

土壌汚染調査

アスベスト調査

地質調査（予定）

１ 調査項目 土壌溶出量・含有量調査（ヒ素、フッ素、ホウ素、鉛）
※鳥取市市民体育館再整備事業での事例・指定調査機関の意見を参考。

２ 調査手順 ⑴ 現地調査 ２カ所で10ｍのボーリング掘削・試料採取。
⑵ 分析調査 掘削深度３ｍまでを対象に分析。

３ スケジュール １０月 現地調査（終了）

１１月～ 試料採取分析・結果をホームページ等で公表

１ 調査手順
⑴ 設計図書など書面による調査 ⑵ 目視による現地調査 ⑶ 試料採取分析

２ 調査機関 ⑴・⑵ 建築物石綿含有建材調査者登録者がいる機関
⑶ 石綿分析が可能となる機関

３ スケジュール ８月 市資産活用推進課による基礎調査（書面・現地）
１０月 書面による調査・目視による調査（現地調査）
１１月～ 試料採取分析・結果をホームページ等で公表



市場機能部分の合意イメージ



市場機能以外の活用

鳥取市公設の卸売市場の特性を加味した、活用方法を検証。

参画している事業者（卸売業者・関連事業者）との合意形成が必要

➤ 市場機能部分に活用する交付金の対象ではない。

➤ 全体コンセプトとの連動が必要。

➤ 別の交付金etc.も参考にしながら、事業化を検討。

費用対効果の適正な測定が必要

☆ 市場本来機能を棄損しない、相乗効果を期待できる賑わい機能の提案による事業の促進

事業協力者からの提案

市場機能部分で
必要となる面積を決定 市場機能部分

の配置決定

12月にVFMの有無
の評価結果を公表予定



事業者の皆様へ
鳥取市公設地方卸売市場は、鳥取市公設地方卸売市場は、

参画している事業者（卸売業者・関連事業者）の業務を毀損せず、

今後の鳥取市場の発展のために、市内の事業者の皆様のご協力が必要です！

地域経済の持続的発展をけん引していく卸売市場

を将来像として、再整備事業に取り組んでいます。

限られたリソースを、有効活用していくことが必要です。

現在、リソースの活用するための前提となる「市場本来機能」の合意形成や

国交付金の活用検討、各種調査を平行しておこなっています。

これらの前提条件を踏まえた設計・施工の一括発注を令和４年度に行う予定です。

この際には、鳥取市場内の事業者のみならず、市内事業者の皆様との連携が必要です。


